












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































コミューン人口 投資 経常 投資 経常
3千人未満 14％ 16％ 27％ 28％


































































































































































区　分 内　　　訳 年間総額（百万ユーロ） 割合
経常経費 業務運営経費 2，108 56％
利払い費 262 7％





























































35％ 一 40％ 25％ 22．5％2．5％ 一
ストラスブール 路面電車
P路線
16％ 57％ 3．5％ 23．5％17．5％2．0％ 4．0％
トゥールーズ VAL
P路線
12％ 71％ 無回答 17％ 17．0％ 一 一
出，典：［表一7］に同じ
地域の企業から徴収する公共交通税（VT）である。
　一方、事業特許による受託者が設備投資をする場合は、受託者の負債償
還年限と委託協定期間の長さは相互に関連する。ストラスブールでは受託
者が起債しており、1997年において、年間の負債償還金額は営業純収入の
約18％相当（全国平均は約22％）であった。
　5－5．都市公共交通事業における費用負担区分
　〔表一9〕は、上記〔表一7〕で見た総経費額を資金負担した源泉別に
分析した結果を示したものである。この表にも、投資の財源として「借入
金」という項目があり、その償還段階での最終的な経費負担者が受託者な
のか当局なのかまでは分析できない。それを度外視しても、都市公共交通
事業の場合、コミューン・レベルのAOが賦課徴収できる特定目的の地方
税たる公共交通税（VT）が4割（39％）ものウェイトを占めていることが
注目される。さらに、その他の一般納税者による負担（地方税〔県、州か
らの補助金も含む〕＋国から付与する一般財源）が3割弱（27％）で、そう
した地方税等による負担を合計すると総経費の3分の2にも達している。
一方、「独立採算」の要たる利用者負担すなわち料金の割合は4分の1程度
（23％）、借入金を全て料金収入で償還するとしても合わせて30％にしかな
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〔表一9〕地方都市における都市公共交通網全体での費用負担区分
　（1997年：路面電車、バス、地下鉄などを総計）
財源区分 年間総額（百万ユーロ） 割　合
利用者（料金） 849 23％
雇い主（公共交通税） 1，485 39％
一般納税者（各種税等の計） 1，010 27％
国からの特定補助金 160 4％
借入金 265 7％
総　計 3，769 100％
出典：［表一7］に同じ
らないのである。
　これは、効率的な事業経営を確保するために独立採算制や民間委託方式
を取りながらも、とくに投資的経費について「行政」側が費用負担を行い
資本コストを軽減することを通じて、住民を公共交通利用へと誘導できる
水準に旅客運賃を維持し、地球環境対策や大気汚染防止のための都市圏に
おける自家用車交通の抑制、さらには路面電車等を利用する住民を誘導し
ての中心市街商業地の再生復興を狙いとする政策を反映したものであろう
と推測される。
概　括
　以上に述べたところは、従来から我が国内でも知られていた事柄も多い。
フランスにおける「公役務」やその「特許」の性格等は、かつての我が国
行政法学においては、重要な論題であった’8）。これまでに日仏両国の行政法
18）例えば、有斐閣から昭和44年に公刊された「フランス判例百選』（別冊ジュリスト
　第25号）の「行政法」部門は、「13行政法と行政裁判権一一公役務理論の登場一（雄川一
　郎）」「14商工業的公役務（近藤昭三）」「17行政契約一方的変更権一（阿部泰隆）」な
　ど、公役務関係の判例評釈から始まっている。
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学で蓄積されてきた議論は、今日に至るもなお有効性を失っていない。し
かし、委託形態や経営状況の実態については、フランス国内で調査してす
ら、情報入手が容易なわけではない。以下、実態に関する部分を中心に、
本稿の叙述してきたところを改めて概括し、今後の実証分析などの調査研
究につなげたい。
○委託の諸類型　　「公役務」の「委託」に関する法的な定義は、従前か
らの判例に基づいて形成されてきたものであり、実定法の中で規定された
のは近年になってからである。委託の具体的な方式を示す「事業特許」、「経
営委託」、「業務委託」などの諸類型に関しては、今日に至るもなお、実定
法令の中での明確な定i義は存在しない。従前からの判例と「1975年内務省
通達」（1980年代の地方分権改革による「後見監督」廃止に伴って失効）が
あるに過ぎない。このためもあってか、解説書や資料によって類型を示す
コトバの意味するところが同一でないように思われるので、調査研究にあ
たっては十分な注意が必要となる。ただ従来の解説書などでは、1975年内
務省通達による定義を類型についての叙述の基礎としているのが通例と推
測され、今日でも、基本的なポイントを考察するには、そこでの類型化が
出発点になりうる。
　最も注目される「コンセッション」（事業特許）方式については、1916年
の事案に際して政府側が行った定義が古典的な定義だと言われている。そ
の後、1975年内務省通達で、「事業特許」の狭い意味での定義が示された。
1980年代の地方分権改革で国の地方団体等に対する後見監督が廃止されて
以降は、事業特許協定等については、地方団体等と受託企業等との問で比
較的自由に交渉され締結されてきた。1993年になってから、サパン法によ
って、一定の公開性と競争原理の導入が進められた。
○委託方式の現状　　上下水道と都市公共交通（とくに路面電車）につい
て現状を観察すれば、判例や通達による定義にそのまま該当する内容の事
業特許等は、むしろ稀であるとも言われている。国民議会（国会下院）の
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調査によると、上下水道の分野では、狭い意味での「事業特許」方式は「経
営委託」方式に比べて非常に少なく、上水、下水とも、委託管理のうちの
9割弱は経営委託方式である。また民間に委託された上下水道事業の市場
は、パリなど大都市部を中心に大手企業3社の寡占状態になっている。路
面電車を見ても、事業特許の事例は少なく、都市部の公共旅客交通事業は
「業績関連報酬付き業務委託」方式で、第3セクター（混合経済会社）な
どの企業体によって運営管理されている。
○委託協定の内容　　失効した1975年内務省通達に関連して、国務院の承
認を経たデクレにより各種の標準約款明細書が存在し、その中で協約事項
が細部にわたって網羅的に示されていた。国による後見監督の廃止に伴い、
委託協定の内容は法令の規定による規制を受けるだけとなり、当事者間の
交渉の余地が拡大したが、実際には、1975年内務省通達などを基礎とした
従前のノウハウが、委託地方団体等関係者の参考に供されるなどして、今
日でも利用されている。
　営業的な公役務については独立採算が原則であり、公役務に要する費用
は、その役務の利用者が負担するというルールが、地方団体総合法典
（CGCT）で定められている。委託管理される地方公役務にかかる料金は委
託協定により具体的に約定されるが、その基本的な事項は地方団体等の議
事機関（＝議会）の議決対象である。
　事業の運営管理における通常のリスクは受託者が負うが、協定や明細書
の中で、リスクの原因となる事象ごとに委託一受託両者間でのリスク分担
ルールが細かく具体的に約定されているのが通常とされる。その他、判例
で形成された「不予見の理論」もある。
○経営状況と経費負担区分　　受託事業の損益等については、会計監査院
のような公式の権限を持つ組織でも、なかなか本当のデータがわからない。
ある州会計監査院の推計では、現実のマージン率が受託者からの報告書に
記載されている数字よりも50％から100％も大きい事例があるという。パリ
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では、受託企業が当局に提出した報告書ではマージン率が5．1％となってい
たが、実際は12．3％にもなっているなどとも推計されている。
　経営委託（アフェルマージュ）方式の場合における設備投資資金は、委
託側の地方団体等が負担する。事業特許（コンセッション）方式で、受託
者たる企業体（民間企業や地方混合経済会社）自身が投資する場合には、
自己資金あるいは借入金が財源となる。
　実際の路面電車事業の場合には、行政責任を負っている管轄当局（AO）
たる地方団体等が、経常・投資全体にかかる財源の最も大きな部分を負担
しており、7～8割を超す場合も少なくない。その場合、当局は各種資金
源と起債の両方を活用する場合が一般的で、当局の自己財源は複数ある。
最も比重が高いのは、広域行政組織たるAOを構成する地方団体から持ち
寄る拠出金と、関係地域の企業から徴収する公共交通税（VT）であり、特
定目的の地方税たる公共交通税が4割ものウェイトを占めていることが注
目される。さらに、その他の一般地方税等が3割弱で、これら地方税等合
計で総経費の3分の2も負担しており、利用者が負担する料金は4分の1程
度にしかならない。これは独立採算制を取りながらも、地球環境対策や都
市部の大気汚染防止のために自家用車交通を抑制するとともに、路面電車
の路線を貫通させて中心市街商業地区を再生復興させようとする政策の反
映でもあろう。
おわりに
　筆者は、平成16年1月までおよそ4年間にわたり、（財）自治体国際化協
会パリ事務所（クレア・パリ）の所長を勤めた。その間、さまざまな任務
と関わる中で、地方の公役務の制度や実態について、若干とはいえ現場を
含めて調査する機会を得、いささかの知見を得た。そこで、その概略なり
ともとりまとめ、研究者や関係者各位の参考に供したいというのが、本稿
を執筆した動機である。ただ、自らの言語的能力の不足もあって、満足の
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いく内容には程遠いのが実情である。およそ学術論文の水準に達していな
いという誹りを免れないことを危惧するが、とくに実態面での情報を中心
として、我が国で関係者が共有する情報のプールにいささかなりとも新し
い知見を追加することは出来ると推察するので、この程度の内容でも、あ
えて公にすることにした。こうした事業経営の仕組みや財務の実情に関す
る情報をも踏まえながら、我が国関係者が、路面電車の「復活」等による
地方都市中心商業街区の再生復興や上下水道の効率的な経営管理等、これ
からの地方公共サービスのあり方と具体策を検討して下さることを期待し
ている。
　なお、本稿の基礎となった各種情報の収集にあたっては、クレア・パリ
の調査担当スタッフ各位の多大な協力を得ている。記して謝意を表したい。
（平成17年1月脱稿）
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